
0



1



2



■２０１７年度決算のポイント

【営業収益】 は、対前年 ２１２億円増収の １兆１，３８６億円。
【営業利益】 は、対前年 ４９億円増益の ８２９億円。
【当期純利益】 は、対前年 ２８億円増益の ７００億円。

〇運賃収入が増加した交通事業や、資金回転型物件の販売があった
不動産事業など、各事業が堅調に推移し、２１２億円の増収、４９億円
増益。また、ハワイの資産売却益などもあり、当期純利益は過去最高
益となりました。

〇なお表の右下「２月予想」比較では、概ね各事業とも想定通りでございます。
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■２０１８年度 業績予想のポイント

２０１８年度業績予想については、３月に公表させていただいた
中期３カ年計画の数値と同じですが、

【営業収益】 は、 対前年 １３６億円増収の、１兆１，５２３億円。
【営業利益】 は、 対前年 ５９億円減益の、 ７７０億円。
【当期純利益】は、対前年 １９０億円減益の、 ５１０億円。

〇不動産事業、交通事業などで増収しますが、前年度利益率の高い不動産
販売があったことや、不動産賃貸事業の開業費用などを見込み、営業減益。
また当期純利益でも前年度の資産売却の反動で減益を見込みます。

〇なお右下の棒グラフは、「不動産セグメントの営業利益推移」を表しています。
このグラフの通り、過去から保有していた販売用不動産の減少に伴い、
２０１８年度は減益いたしますが、当社では、従来より
「販売から賃貸」への構造転換を目指しており、この後ご説明させて頂く、
渋谷などの大型開発が利益貢献する２０２０年度には、不動産賃貸事業を
中心に、大きく増益していく見込みでございます。
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■前経営計画の振り返り（数値目標）

○２０１７年度決算を終え、改めて前経営計画を振り返ります。
ご覧の通り、営業利益・東急EBITDAともに 計画値をクリアし、全体的な
数値計画は全て達成しています。

○主な要因としては、鉄道ネットワーク化や二子玉川ライズの全面開業に
よる効果、そして訪日外国人客の増加によるホテル業の好調さ、が挙げ
られます。



■前経営計画の振り返り（キャッシュ・フロー）

キャッシュフローについても、営業キャッシュフローが増加したことなどにより、
投資や株主還元に振り分けることができた３年でございました。
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■前経営計画の振り返り（投資計画の進捗）

〇なお成長投資については、東急レクリエーションの子会社化や、
仙台国際空港への運営事業参画、新規の不動産賃貸物件の取得など
「戦略案件」への投資を推進し、成長投資全体では、計画値を上回る
規模でございました。
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■本経営企画の位置づけ （Ｐ９～Ｐ１３）
※中期計画（３／２７発表）の再掲

○続きまして、３月２７日に発表させていただいた中期３カ年経営計画のポイントと
現在取り組んでいる事業のご紹介をいたします。

○２０１８年度から始まる３カ年計画は、渋谷をはじめとした大型開発プロジェク ト
を着実に推進しつつ、次の１００年に向けた基盤や、新たな付加価値を創造
し続ける東急グループへ進化する期間と位置付けています。
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■本経営計画の基本方針

○本経営計画期間の基本方針は、
Make the Sustainable Growth 「持続可能な成長をめざして」としています。

○当社は、鉄道と開発を中心に、長期的な視点にたった経営を追求してまいり
ましたが、事業環境が激変する中、次の５０年、１００年にむかってサステナ
ブルな「街づくり」「企業づくり」「人づくり」の視点で、ご覧の５つの重点施策を
策定いたしました。
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■基本方針

（説明は割愛）
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■数値目標

○次に、本経営計画の数値目標でございます。

冒頭ご説明させていただいた通り、２０１８、２０１９年度は不動産販売の減少
などにより、一時的に２０１７年度の水準を下回りますが、大型開発が収益貢
献を始める２０２０年度には、長期目標を７０億円上回る ９７０億円を、
創業１００周年の２０２２年度には、同じく１００億円上回る１，１００億円を達成
する目標を掲げています。

○また参考指標のＲＯＥも、２０２０年度からは８％以上を確保できる予定です。
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■投資計画

○つづいて、投資計画です。

○この３カ年の設備投資額は、合計５２００億円。
成長投資と既存投資に２６００億円ずつ配分します。
成長投資の内訳は、渋谷再開発に１２００億円、沿線開発に８００億円、戦略案
件に６００億円です。

既存投資は、全体の６割強にあたる１６００億円を鉄軌道に回し、安全投資に
は、前回計画から２割増の９６０億円を見込み、安定輸送・快適性向上に
万全を尽くします。
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■鉄軌道事業 （安全・利便性の取り組みと輸送人員）

〇ここからは現在取り組んでいる事業をご紹介いたします。

○輸送人員は、継続的な沿線人口の増加などにより、順調に推移しております。
一方で、重点施策の一つである、「安全」「安心」「快適」の追求も具現化して
いきます。

○既にご案内の通り、ホームドアは業界に先駆けて来年度中の整備を推進し、
お客様の安全と、人身事故を限りなくゼロとすることにより、安定輸送の向上
をはかってまいります。

○輸送力増強においては、この３月より、田園都市線では１６年ぶりとなる新型
車両の導入を開始し、定員増や快適性の向上を実現するとともに、大井町線で
は、全急行の車両について１両増加の「７両化」が完了いたしました。
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■渋谷駅周辺の開業物件

○渋谷では、当社はこの３カ年で、３物件を開業させます。

○今年秋には、東横線渋谷駅跡地に、グーグルさんの本社や、ホテル、商業施
設、イベントホールを備えた「渋谷ストリーム」と、渋谷～代官山間の線路跡地
には「渋谷代官山Ｒプロジェクト」がそれぞれ開業します。

○渋谷駅とダイレクトにつながる動線から始まり、両物件を結ぶ線路跡地には、
清流を復活させ、水辺空間のある遊歩道を創出し、新たな人の流れを作ります。
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■渋谷スクランブルスクエア

○２０１９年度には、高さ２３０ｍの「渋谷スクランブルスクエア東棟」が
完成します。

〇渋谷最大級のオフィスに加え、産学連携施設、大規模商業施設など、
「ビジネスや文化の発信拠点」にするほか、屋上には、日本最大級の
展望施設を設置し、東京が一望できる、渋谷の新しいシンボルタワー
になるものと思います。



■新宿ＴＯＫＹＵＭＩＬＡＮＯ再開発計画

○渋谷に続く再開発の一例として、新宿歌舞伎町の「ＴＯＫＹＵミラノ跡地」
に、映画館、劇場、ライブホールといったエンターテインメント施設のほか、
ホテル、商業からなる複合施設を計画しております。

〇現在、事業者による都市計画提案をしているところですが、
今後、行政機関との協議を経て、新たな都市観光拠点の創出を目指して、
プロジェクトを推進してまいります。
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■戦略的アライアンスによる空港運営事業拡大

○戦略的アライアンスによる空港運営事業では、民間委託１号案件である
仙台空港で、２０１７年度の旅客数が過去最高を記録するなど、順調に
推移しております。

○また先月、富士山静岡空港の運営に関する基本協定を、静岡県と締結
いたしました。インバウンド需要を含めた事業収益はもちろん、
静岡・伊豆などのグループ事業との連携、さらには運営ノウハウを生かし、
今後も空港を中心としたコンセッションへ、戦略的パートナー
とともに参画機会を探っていく予定です。
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■ホテル新規出店

○この３カ年では、東急ホテルズの新店開業が相次ぎます。

○先日、新浦安・湾岸エリアに開業した「東京ベイ東急ホテル」を皮切り
に、来月は、多摩川越しに羽田空港を一望する
「川崎キングスカイフロント東急ＲＥＩホテル」の開業を予定しています。

○また２０２０年度には、富士山観光の拠点である三島駅前でもホテルと
商業施設からなる再開発を計画しております。
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■株主還元の考え方

株主還元については、安定かつ継続的な配当をしながら増配を目指しており、

年間配当は１円増配の２０円といたします。また中期経営計画で発表させていただい
た通り、渋谷・南町田などの大型開発プロジェクトが一段落したタイミングで
総還元性向３０％を実現し、さらなる株主還元の充実を目指してまいります。

20


